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１．調査背景と目的 

日本の社会環境は長期的に大きく変化すること

が想定され、我が国を支える基盤の一つである公

共交通が抱える課題もより多様化・複雑化するこ

とが考えられる。このような中、近年では新型コ

ロナウイルス感染症の流行を起因として、本来長

期的に出現することが考えられていたテレワーク

の進展や公共交通利用客の減少が目の前の事象と

して現れており、長期的な視点で様々な備えをし

ておくことの重要性がより高まっている。 
一方、我が国の公共交通については、５年程度

をターゲットとした交通政策基本計画が存在する

ものの、より長期をターゲットとした計画・指針

が存在していないのが現状である。 
本調査研究は、このような考えの下、長期的な

視点から２０５０年をターゲットとして、日本を

支える公共交通のあり方を示し、施策や検討の方

向性を明らかにすることを目的として行ったもの

である。 
検討に当たっては、まず、新型コロナウイルス

の影響による個人・企業の行動変容が新型コロナ

ウイルスの影響による行動変容がもたらす公共交

通への影響について整理・分析を行う。更に、２

０５０年の日本の目指すべき社会の姿を想定し、

その実現にかかわる公共交通に関する問題意識・

課題を整理した上で、２０５０年の日本を支える

公共交通のあり方の検討を行い、その具体化に必

要な施策や検討の方向性等について検討を行う。 
 

２．検討体制 
有識者、政府関係者等から構成される 2050 年の

日本を支える公共交通のあり方検討委員会、地域

間交通小委員会、地域内交通小委員会を設置し、

検討を行った。各委員会の検討体制は以下に示す

通りである。 
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３．調査内容 
(1) コロナによる行動変容の分析 

新型コロナウイルス感染症の影響で、地域間交

通は、航空・新幹線・貸切バスが 2019 年比で最大

8 割～9 割減まで落ち込んだ。高速道路は公共交通

機関よりも落ち込みは小さく、最大 4 割減まで落

ち込んだが、現状ではコロナ前水準まで回復して

いる。地域内交通は、公共交通機関（民鉄・公営

鉄道・乗合バス）は、2020 年 5 月の緊急事態宣言

時に 2019 年比で 5 割減まで落ち込んだ。その後、

GoTo キャンペーン施策などにより 3 割減まで回

復し、緩やかに回復中である。一方、海外におけ

る国内航空需要の変化をみると、コロナの感染状

況・感染の制御の状況に応じて需要が回復してお

り、アメリカ・ブラジルなど日本よりも回復の程

度が高い。 
長期的な交通への影響を見ると、地域間交通に

ついて、業務目的は、オンライン会議など業務遂

行方法の変化により、交通量が減少する。一方、

観光目的・帰省目的は、コロナ前まで回復すると

考えられる。地域内交通について、テレワークに

よる在宅勤務の影響が大きいと考えられる。通勤

目的の交通量が減少し、出社頻度が減少すること

で定期から定期外への転換も想定される。 
一方、交通事業者側の取り組みは、コロナ対応

として、主要交通事業者は職員の出向、減便等に

より経費を削減している。コロナ後も固定費の削

減を中心に、運輸セグメント以外での収益拡大を

目指す方向を示している。大都市圏では一部の事

業者において値上げを含めた環境整備も検討され

ている。一方、地方では長期的な人口減少の影響

も含め、経営悪化、新規インフラの投資は困難と

なることが想定される。民間の経営努力のみによ

るサービス維持は限界があるため、当面の赤字補

填支援のみならず、長期的な日本全体の地域間、

地域内交通像のあるべき姿を踏まえたうえで、企

業規模・地域・市場の違いに応じた持続可能な政

策を検討する必要があると考えられる。 
今回の教訓を活かした今後の対策として、これ

まで実施してきた移動制限、水際対策、GoTo キャ

ンペーン、財政面での支援など様々な対策の効果

について、評価・検証することが重要であり、そ

の第一歩として、前述のとおり、今後もモニタリ

ングを続ける必要がある。 
 
(2) 2050 年の日本の目指すべき社会の姿 

2050 年の公共交通のあり方を考えるにあたり、

まず、3 つの軸を設定した。 
ａ．生活：全ての人々の質の高い生活の実現 
ｂ．安全・環境：社会的ニーズへの対応 
ｃ．国土・国力：我が国の成長と活力の源泉 
これら 3 つの軸に基づき、6 つの 2050 年の日本

の目指すべき社会の姿を示した。

多様な価値観を包括しているウェルビーイングな社会

インクルーシブな社会では、個々のQOLがより重要視される。週休３日や
ワーケーション・ブレジャー（出張＋観光）などの多様な働き方、ライフスタイ
ルに応じた多様な住まい方、生活の質を高める多様な観光の実現など、誰
もが各々のQOLを高めウェルビーイングな生活を送ることができる社会を
目指すべきである。

災害の激甚化等にも対応している安全・安心な社会

首都直下地震や南海トラフ地震などといった大災害や、インフラの老朽化、
新たなパンデミックの発生リスクの拡大など様々な危機的要素が存在して
いる中、激甚化する災害にも強く高いレジリエンスな国土を形成し、効率的
な維持管理・更新による持続可能なインフラを実現すること等により、安全・
安心な環境を目指すべきである。

新技術の進展により生活・産業が劇的に変化しているイノベーティブな社会

自動運転等の新技術を、安全意識を踏まえた社会的受容性も確保しつつ、
技術の進展状況に応じて適切に活用し、DXや新たなモビリティの導入等も
進めつつ、効率化や安全性の向上、環境改善等といった生活・産業における
劇的なイノベーションを目指すべきである。

戦略的にカーボンニュートラルを達成しているグリーンな社会

輸送機器の脱炭素技術の開発だけでなく、電源や燃料を含むライフサイク
ル全体を意識した取組や、電源構成や新たなエネルギー源の確保などと
いった問題の解決、効率的なエネルギー利用などを進め、戦略的にCO2排
出量実質０の達成を目指すべきである。

地域構造の再構築と地域連携により経済が活性化している社会

人口減少下及び少子高齢化社会においても持続的な地域社会を実現する
ため、コンパクトシティ化や集落の再編等の地域構造の再構築が進行する中、
地域同士・拠点地同士の交流の促進や、リニア開業により形成されるスー
パーメガリージョンとの積極的な連携により、地域経済のさらなる活性化を
目指すべきである。

2050年の日本、どんな社会を目指すべき？

公共交通

海外の活力を取り込み国際的プレゼンスを発揮しているグローバルな社会

発展が著しいアジア圏を中心とした海外の活力を、各地方と多くの海外の
都市とが直接つながることにより日本全体で取り込むとともに、大都市にお
いても積極的な投資により世界をリードするまちづくりを進めることで、日
本経済全体の底上げと日本の国際的プレゼンスの発揮を目指すべきである。

国土・国力
～我が国の成長と活力の源泉～

安全・環境
～社会的ニーズへの対応～

生活
～全ての人々の質の高い生活の実現～
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(3)2050 年の日本を支える公共交通のあり方 

2050 年の日本を支える公共交通のあり方を、3 つの軸から 9 つ提案する。 

 

 あり方① 全ての人々が自由で快適に移動できる交通サービスの提供 
 人々や活動の多様化が進む中、誰もが豊かな生活を送ることができる社会を実現するために、子どもや妊婦、高齢者、障がい

者、多様な国籍・ジェンダーを有する者等全ての人々が自由に快適に移動できる交通サービスを提供し、潜在的なニーズも含

めた活動の機会へのスムーズなアクセスの確保により生活の質（QOL)の向上を実現、さらには地域の活力の増進を図る。 

 あり方② あらゆる関係者の連携による地域交通サービスの実現 
 世界に先んじて高齢化、人口減少に対応し、市区町村を超えた生活圏単位での地域において、地域交通のあらゆる関係者の

協働の下、地域の実情に応じて望ましい交通サービス水準を設定すること等により地域の持続可能性を向上する。 

 あり方③ 災害・老朽化に対応した安全・安心に利用できる交通の実現 
 あらゆる災害に対して可能な限り被災状況を事前に想定し、それを考慮した強靭化や各段階ごとに応じた事前計画の策定に

より、災害後もいずれかの交通モードでの移動を可能にし人々の日常生活を早期に取り戻す。また、適切な老朽化対策や強靭

化等の事前対策を行うことで、日常的に安全・安心に公共交通を利用することができる。 

 あり方④ ライフサイクルやモード連携を意識した交通の脱炭素化の実現 
 ライフサイクル全体での脱炭素が標準装備された交通と、これによる適切なモード分担を実現し、カーボンニュートラルを牽引

するとともに、適切なモード分担を実現するため、社会的合意を得られやすくするように、公共交通のサービス水準を向上し、

自家用車への過度な依存からの転換を図る。 

 あり方⑤ 世界をリードする最先端の大都市交通の実現 
 地域を先導する大都市交通ネットワークへの積極的な投資により、日本の国際競争力を高め、さらに総合生活産業としての日

本独自の鉄道ビジネスモデルを強みとして海外にも貢献する。 

 あり方⑥ 国土を支える幹線交通ネットワークの機能向上・再構築 
 交通ネットワークや都市機能の再整備により、我が国全域の生活水準の向上、経済成長の原動力となる、リニア中央新幹線の

整備効果を全国に波及するとともに、幹線交通ネットワークの機能向上・再構築により国土の成長を支える 

 あり方⑦ 国際交流を促進する交通ネットワークの充実 
 日本の大都市圏のみならず、それ以外の多くの地域と、海外の地域がダイレクトにつながる交通ネットワークにより、国際交流

をより一層活発化させる。 

 あり方⑧ 観光を支える交通サービスの展開 
 快適かつ多様な交通サービスの提供を通じ、観光の魅力を一層向上させることにより、観光立国の実現を支え、その効果を地

方も含め広域的かつ持続的に波及させるともに、生活の豊かさの向上を図る。 

 あり方⑨ 技術発展に応じた交通サービスのイノベーションの推進 
 新技術の導入やデジタル化の進展により生まれる新たなデータを適切に収集する手段や活用する体制が構築され、技術の進

展・普及状況に応じて新技術を活用しながら、絶え間ないイノベーションにより安定的な交通サービスを提供する。 

2050年の日本を支える公共交通の９つのあり方

生活
～全ての人々の質の高い生活の実現～

国土・国力
～我が国の成長と活力の源泉～

安全・環境
～社会的ニーズへの対応～

①
全ての人々が自由で快適に移動できる交通サービスの提供
～公共交通を通じて誰もが豊かな生活を送れる社会を実現する～

②
あらゆる関係者の連携による地域交通サービスの実現
～世界に先んじて人口減少・少子高齢化に対応し地域の持続性を向上する～

③
災害・老朽化に対応した安全・安心に利用できる交通の実現
～ハード・ソフト両面の強靭化により大災害時でも日常生活を早期に取り戻す～

④
ライフサイクルやモード連携を意識した交通の脱炭素化の実現
～戦略的な運輸部門の脱炭素化により日本社会のカーボンニュートラルを牽引する～

⑤
世界をリードする最先端の大都市交通の実現
～大都市の公共交通への積極的な投資により国際競争力を高める～

⑥国土を支える幹線交通ネットワークの機能向上・再構築
～リニア中央新幹線がもたらす国土構造の変革とその効果を交通ネットワークで波及させる～

⑦
国際交流を促進する交通ネットワークの充実
～海外とダイレクトにつながり世界の経済成長のダイナミズムを取り込む～

⑧
観光を支える交通サービスの展開
～国内・国際観光の活性化により国の活力を引き出し国民の生活を豊かにする～

⑨
技術発展に応じた交通サービスのイノベーションの推進
～交通産業の生産性を向上させ、新たな価値を創造する～
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４．まとめ 
今回の提言においては、 

• 全てを民間事業者に任せれば十分な公共交通

サービスが提供されるという日本型モデルは

全国の大部分で早晩限界に達すること。 

• 交通モードごとの縦割りの視点にとらわれず、

また、公共交通というサービスの守備範囲に

とらわれず、統合的な取組の中で公共交通が

位置づけられるべきであること。 

• 日本の公共交通が全てにおいて最先端にある

という、ともすればガラパゴスに陥る一因と

なる先入観を捨て、世界の潮流を見据えつつ、

海外の合理的な施策の長所は取り入れていく

という姿勢を持つこと。 

といった諸点を踏まえつつ、あえて、まずは中長

期的にみても必要となるであろう公共交通に関わ

る施策や検討の方向性のたたき台を世の中に投げ

かけ、財源論も含めた解決方策や優先順位付けに

ついて、各層の議論を喚起するための一石を投じ

ることをその目的とした。現在、まさに、公共交

通のあり方を国民各層あげて真剣に考えていく時

が来ているものと考える。 
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4.4 ４．交通が脱炭素社会の実現に貢献すべき 
4.5 ５．交通が我が国の国際競争力を支え、経

済発展を後押しすべき 
4.6 ６．交通が大都市と地方の双方の強みを生

かした国土構造の形成に資するべき 
4.7 ７．交通が自動運転、DX 等の新技術を適

切に取りこむべき 
5.2050 年の日本を支える公共交通の９つのあり方 

5.1 あり方① 全ての人々が自由で快適に移動

できる交通サービスの提供 
5.2 あり方② 住民・行政・交通事業者の連携

による地域交通サービスの実現 
5.3 あり方③ 災害・老朽化に対応した安全・

安心に利用できる交通の実現 
5.4 あり方④ ライフサイクルやモード連携を

意識した交通の脱炭素化の実現 
5.5 あり方⑤ 世界をリードする最先端の大都

市交通の実現 
5.6 あり方⑥ 国土を支える幹線交通ネットワ

ークの機能向上・再構築 
5.7 あり方⑦ 国際交流を促進する交通ネット

ワークの充実 
5.8 あり方⑧ 観光を支える交通サービスの展

開 
5.9 あり方⑨ 技術発展に応じた交通サービス

のイノベーションの推進 
6.まとめ 
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